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○天理市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例  

平成 18年６月 23日条例第 27号  

改正  

平成 18年 12月 26日条例第 35号  

平成 25年４月 30日条例第 20号  

天理市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例  

（趣旨）  

第１条  この条例は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号。以下「法」という。）

第 244条の２第３項の規定に基づき、本市の公の施設（以下「施設」という。）

の管理を行わせる指定管理者の指定の手続等に関し必要な事項を定めるもの

とする。  

（公募）  

第２条  市長は、指定管理者に施設の管理を行わせようとするときは、規則で

定める事項を明示して、指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団

体（以下「法人等」という。）を公募するものとする。ただし、施設の性格、

事業の内容、規模等を考慮し、設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、

特定の法人等に管理を行わせることが特に必要と認めるときは、この限りで

ない。  

（指定管理者の指定の申請）  

第３条  指定管理者の指定を受けようとする法人等は、規則で定めるところに

より市長に申請しなければならない。  

（指定候補者の選定）  

第４条  市長は、前条の規定による申請をした法人等（以下「申請者」という。）

があったときは、次に掲げる基準により審査し、最も適当と認める法人等を

指定管理者の候補者（以下「指定候補者」という。）として選定するものと

する。  

(１ ) 住民の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであるこ
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と。  

(２ ) 施設の効用を最大限に発揮させるものであること。  

(３ ) 施設の管理に係る経費の縮減が図られるものであること。  

(４ ) 施設の管理を適正かつ確実に実施するために必要な人員、資産その他

の経営の規模及び能力を有しており、又は確保できる見込みがあること。  

（選定結果の通知）  

第５条  市長は、前条の規定により指定候補者を選定したときは、速やかにそ

の結果を申請者に通知するものとする。  

（再度の選定）  

第６条  市長は、前条の規定による通知をした後、第４条の規定により選定し

た指定候補者を指定管理者に指定することが不可能となったとき、又は著し

く不適当と認められる事情が生じたときは、申請者（当該指定候補者を除く。）

のうちから、再度同条の規定により、指定候補者を選定することができる。  

（指定候補者の選定の特例）  

第７条  市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第２条の規定による

公募によらずに指定候補者を選定することができる。  

(１ ) 第３条の規定による申請がなかったとき、又は第４条の規定による審

査の結果、指定候補者となるべき法人等がなかったとき。  

(２ ) 法第 244条の２第 11項の規定により指定を取り消された指定管理者に

管理を行わせていた施設に係る指定候補者を選定するとき。  

（指定候補者として選定しない法人等）  

第８条  市議会議員、市長、副市長並びに法第 180条の５第１項及び第３項の委

員会の委員又は委員が無限責任社員、取締役、監査役若しくはこれらに準ず

る者、支配人又は清算人を兼ねる法人等（市が資本金、基本金その他これら

に準ずるものの２分の１以上を出資している法人等を除く。）については、

指定候補者として選定しないものとする。  

（指定管理者の指定）  

第９条  市長は、法第 244条の２第６項の規定による議会の議決があったときは、
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当該議決に係る指定候補者を指定管理者に指定するものとする。  

２  市長は、指定管理者を指定したときは、当該指定管理者に対し、その旨を

通知するものとする。  

（指定等の公告）  

第 10条  市長は、指定管理者の指定をしたとき、法第 244条の２第 11項の規定に

より指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定めて管理の業務の全部

若しくは一部の停止を命じたとき、又は第 18条の規定による届出があったと

きは、遅滞なく、その旨を公告するものとする。  

（協定の締結）  

第 11条  指定管理者は、市長と施設の管理に関し規則で定める事項について、

協定を締結しなければならない。  

（事業報告書）  

第 12条  指定管理者は、毎年度終了後及びその指定の期間の満了後、 60日以内

にその管理する施設の管理の業務に関し規則で定める事項を記載した事業報

告書（以下この条において「事業報告書」という。）を作成し、市長に提出

しなければならない。ただし、年度の中途において法第 244条の２第 11項の規

定により指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して 60日

以内に、当該指定を取り消された日の属する年度の初日（年度の中途におい

て指定されたときは、その開始の日）から当該指定を取り消された日までの

期間について事業報告書を作成し、市長に提出しなければならない。  

（原状回復義務）  

第 13条  指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は法第 244条の２第

11項の規定により指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の業務の全

部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理を行わないこととなっ

た施設（設備を含む。）を直ちに原状に回復しなければならない。ただし、

市長の承認を得たときは、この限りでない。  

（損害賠償義務）  

第 14条  指定管理者は、故意又は過失により、その管理する施設（設備を含む。）
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を損傷し、又は滅失したときは、直ちにこれを原状に回復し、又はその損傷

若しくは滅失によって生じた損害を賠償しなければならない。ただし、市長

が特別の事情があると認めるときは、その全部又は一部を免除することがで

きる。  

（秘密保持義務）  

第 15条  指定管理者が行う施設の管理の業務に従事している者又は従事してい

た者は、当該管理の業務に関して知り得た秘密を漏らし、又は不当な目的に

使用してはならない。  

（個人情報の保護）  

第 16条  指定管理者は、天理市個人情報保護条例（平成 15年 12月天理市条例第

40号）を遵守し、個人情報が適切に保護されるよう配慮するとともに、施設

の利用者等の個人情報を保護するために必要な措置を講じなければならない。 

（情報の公開）  

第 17条  指定管理者は、施設の管理の業務に関して保有する情報の公開につい

て必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

（名称等変更の届出）  

第 18条  指定管理者は、その名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地の

変更があったときは、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。  

（市長による管理）  

第 19条  市長は、第７条の規定による選定によってもなお指定候補者となるべ

き法人等がないとき、又は法第 244条の２第 11項の規定により期間を定めて指

定管理者に対し管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、他の

条例の規定にかかわらず、施設の管理の業務の全部又は一部を自ら行うこと

ができる。  

２  前項の規定により市長が施設の管理の業務の全部又は一部を自ら行う場合

において、指定管理者の収入として収受させている当該施設の利用に係る料

金（以下「利用料金」という。）があるときは、市長は、自ら管理の業務を

行う直前の利用料金の額を使用料として徴収するものとする。  
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３  市長は、必要があると認めるときは、前項の使用料を減額し、若しくは免

除し、又は還付することができる。  

（教育委員会の施設への適用）  

第 20条  この条例を教育委員会が所管する施設に適用する場合においては、こ

の条例の規定（第８条の規定を除く。）中「市長」とあるのは、「教育委員

会」とする。  

（委任）  

第 21条  この条例に定めるもののほか、指定管理者の指定の手続等に関し必要

な事項は、市長が規則で定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。  

（天理市福祉センター条例の一部改正）  

２  天理市福祉センター条例（昭和 49年７月天理市条例第 28号）の一部を次の

ように改正する。  

第５条及び第６条を削り、第７条を第５条とし、第８条から第 13条までを

２条ずつ繰り上げる。  

別表中「第 11条関係」を「第９条関係」に改める。  

（天理市学童保育条例の一部改正）  

３  天理市学童保育条例（平成 15年３月天理市条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。  

第８条を削り、第９条を第８条とし、第 10条から第 17条までを１条ずつ繰

り上げる。  

（天理市老人福祉施設条例の一部改正）  

４  天理市老人福祉施設条例（平成６年 12月天理市条例第 19号）の一部を次の

ように改正する。  

第５条及び第６条を削り、第７条を第５条とし、第８条を第６条とし、第

９条を第７条とする。  
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（天理市立身体障害者デイサービスセンター条例の一部改正）  

５  天理市立身体障害者デイサービスセンター条例（平成 13年９月天理市条例

第 29号）の一部を次のように改正する。  

第６条及び第７条を削り、第８条を第６条とし、第９条から第 11条までを

２条ずつ繰り上げる。  

（天理市障害者ふれあいセンター条例の一部改正）  

６  天理市障害者ふれあいセンター条例（平成 15年３月天理市条例第 13号）の

一部を次のように改正する。  

第６条及び第７条を削り、第８条を第６条とし、第９条から第 11条までを

２条ずつ繰り上げる。  

第 12条中「第 10条」を「第８条」に改め、同条を第 10条とし、第 13条から

第 18条までを２条ずつ繰り上げる。  

別表中「第 10条、第 12条関係」を「第８条、第 10条関係」に改める。  

（天理市火葬場条例の一部改正）  

７  天理市火葬場条例（昭和 62年３月天理市条例第３号）の一部を次のように

改正する。  

第４条及び第５条を削り、第６条を第４条とし、第７条から第 11条までを

２条ずつ繰り上げる。  

別表中「第９条関係」を「第７条関係」に改める。  

（天理市自転車等駐車場条例の一部改正）  

８  天理市自転車等駐車場条例（平成 13年９月天理市条例第 31号）の一部を次

のように改正する。  

第５条及び第６条を削り、第７条を第５条とし、第８条から第 17条までを

２条ずつ繰り上げる。  

別表中「第 11条関係」を「第９条関係」に改める。  

（天理駅前広場条例の一部改正）  

９  天理駅前広場条例（平成 14年 12月天理市条例第 33号）の一部を次のように

改正する。  
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第６条及び第７条を削り、第８条を第６条とし、第９条から第 12条までを

２条ずつ繰り上げる。  

附  則（平成 18年 12月 26日条例第 35号抄）  

（施行期日）  

１  この条例は、平成 19年４月１日から施行する。（後略）  

附  則（平成 25年４月 30日条例第 20号）  

この条例は、公布の日から施行する。  


